
資料 １

東日本大震災に係る支援状況等について

府災害支援対策本部

１ 経過・現状

３月１１日（金） 地震発生
１３日（日） 関西広域連合緊急声明→京都府、滋賀県は福島県支援
１４日（月） 府災害支援対策本部設置
２９日（火） 関西広域連合緊急声明（第二次）・緊急提案（第一次）

４月 ８日（金） 関西広域連合原子力発電等に関する緊急申し入れ
１３日（水） 京都府の地域防災の見直しに係る専門家会議
２７日（水） 京都府の地域防災の見直しに係る専門家会議（第２回）
２８日 (木) 関西広域連合緊急提案（第二次）

＜これまでの対応状況＞
①住宅入居 ６９４人（うち京都市３５２人）

京都シｬトルバス乗車数 合計１１２人（京都着７１人、京都発４１人）
府内受入被災者登録数 ４３１人（うち福島県３０８人）

②物的支援 ８９．５トン
③人的支援 福島県等への派遣 ３，６９７人（実人数６６１人）

・現地連絡員、避難所支援、医師・保健師等
京都災害支援ボランティアセンターによるボランティア派遣

９２人（うち福島県１０人）
２ 課題・対応

課 題 対 応

①避難者の受入について
○移動手段の提供 ○「京都シャトルバス」運行
○受入れ住宅の確保 ○受入住宅の拡充整備
（一時的避難より住宅が基本） （桃山合同宿舎借上等）
○避難者への地元情報の提供 ○府内受入被災者登録制度の開始(4/18～)
○総合的な相談の場の提供 ○ワンストップ相談会の実施(5/17)

②物的支援について
○現地ニーズに対応した支援 ○現地派遣職員の聞き取り情報に基づく、き

め細やかな支援物資の提供(京の手土産等)

③人的支援について
○支援長期化対策 ○京都災害支援ボランティアセンターがボラ
○ボランティアの派遣 ンティアバス派遣（4/29～）
○現地ニーズに対応した支援 ○心のケアチーム派遣（4/11～）

○教育活動支援チームの派遣（4/21～）
○技術職員先遣隊派遣

農林・水産（4/24～4/28）
土木・建築（5/10～5/13）



３ 関係会議の開催状況
３月１８日（金）東北地方太平洋沖地震に係る緊急連絡会議（観光関係）

２２日（火）東北地方太平洋沖地震・京都府緊急経済等対策本部（第１回）
東北地方太平洋沖地震に係る関係団体打合せ会議

（商工関係団体）
２４日（木）東北地方太平洋沖地震に係る緊急会議

（４者：府・市・２商工団体）
東北地方太平洋沖地震対策

・京都農林水産関係緊急連絡会（第１回）
４月 ７日（木）経済復興対策京都官民合同会議（第１回）

８日（金）東日本大震災・京都府緊急経済等対策本部（第２回）
東日本大震災対策・京都農林水産関係緊急連絡会（第２回）

２８日（木）東日本大震災・京都府緊急経済等対策本部（第３回）
５月１７日（火）経済復興対策京都官民合同会議（第２回）


